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本年度研究成果

I 研究背景 

福島県双葉郡双葉町、大熊町はともに東京電力福島第一原子力発電所（福島第一原発）が立地する

自治体であり、処理水（トリチウム水）の海洋放出、除去土壌の減容と保管、さらには廃炉といった

他の自治体にはない多くの課題を抱えている。したがって両町の復興にはこれまで川内村や富岡町と

いった他の自治体で得られてきた科学的知見に加え 1-5)、これら特有な課題も見据えたアプローチが

求められる。また、国は帰還意向のある住民が帰還できるように重点的に除染を進める区域として、

2023 年９月に「特定帰還居住区域」を設定した 6)。住民が安心して帰還し、生活するためには、引き

続き実測結果に基づく情報提供が不可欠である。

II 目的 

本研究の目的は、福島第一原発が立地する双葉町、大熊町において、特定帰還居住区域といった住

民の関心が高いエリアの環境放射能評価を通じた被ばく線量評価を進めると同時に、処理水、除去土

壌、廃炉といった住民の関心事と帰還企図、放射線健康リスク認知、メンタルヘルスといった様々な

因子がどのように関連しているのかを明らかにしていくことである。

III 研究方法 

本研究は、長崎大学医歯薬学倫理審査を受け実施した（許可番号：23081805）。 

対象者は富岡町、大熊町、双葉町に住民票を持つ 18 歳以上の住民のうち、調査への参加を同意し

たものを対象とした。具体的には、「処理水の海洋放出に対する不安（1.ある～4.ない）」、「除去土壌の

再利用に対する認識（1.受け入れる、2.わからない、3．受け入れない）」に加え、属性（性別、年齢、

居住地、農漁業就労経験の有無）、放射線リスク認知（対象町で暮らすことによる次世代への遺伝的影
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響に対する懸念）、帰還企図、QOL（SF-8）7,8)等についての調査を実施した。調査期間は 2023 年 12 月

から 2024 年１月であった。調査回収数は 1,590 件であり、無回答を除く 1,558 件を解析対象とした。

なお、処理水の海洋放出による不安は、放出前である 2022 年６月から７月（双葉町）、11 月から 12

月（富岡町、大熊町）に調査したデータを解析に含めた（有効回答数 1,856 件）。解析は、「処理水の

海洋放出に対する不安」、「除去土壌の再利用に対する認識」に関連する要因についてカイ二乗検定を

行った後、多変量解析を行った。統計解析には IBM SPSS ver.28 を使用した。 

また、環境モニタリングに関しては、CsI スペクトル検出器（HDS-101G、ミリオンテクノロジース

社®）、GPS、カメラから構成される携帯型放射線サーベイシステム（Radi-Probe, 千代田テクノル株式

会社®）を車内に設置し、双葉町、大熊町の特定帰還居住区域内の公道上の空間線量を測定した。な

お、年間の積算線量率の計算は屋外滞在時間を８時間、屋内滞在時間を 16 時間とし、屋内での遮へ

い係数を 0.4 とした 9)。測定はベースラインを 2023 年 10 月、２回目を 2024 年１月に実施した。 

IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

まず、海洋放出前の調査時点で処理水に対する不安が「ある／どちらかといえばある」との回答割

合は 60.8%であった。一方、海洋放出後では 41.8%と不安を持つ回答者の割合は 19%低下した

(χ2(1)=120.44, p<.001)。これは産学官民さまざまなステークホルダーからの放出プロセスの監視、情報

発信による結果と考えられるが、いまだ十分に理解が進んだとはいえない。先の報告では放出の受容

と関連する要因として放射線の遺伝性影響への懸念やメンタルヘルスの問題が示されており 10)、今後

の研究を通じて有効なリスクコミュニケーションの方法を明らかにする必要がある。

 さらに、多項ロジスティック回帰分析を用いて、除去土壌の再利用に対し「わからない」と回答し

た群と「受け入れる」と回答した群を比較した結果、男性(OR:1.76, 95%CI:1.26-2.46, p =.001)、双葉町、

大熊町に中間貯蔵施設があることを受け入れていること(OR:3.16, 95%CI:1.93-5.15, p =.001)がより除

去土壌の再利用を受け入れやすく、処理水の海洋放出に不安を持っている場合(OR:0.58, 95%CI:0.37-

0.90, p =.05)に受け入れにくい結果であった。同様に、「受け入れない」と回答した群と「受け入れる」

と回答した群を比較した結果、中間貯蔵施設に関する公的機関からの情報を信頼する場合(OR:2.09, 

95%CI 1.16-3.75, p =.05)、双葉町、大熊町に中間貯蔵施設があることを受け入れている場合(OR:4.65, 

95%CI:2.51-8.61, p =.001)に除去土壌の再利用を受け入れやすく、処理水の海洋放出に対する不安

(OR:0.32, 95%CI:0.17-0.59, p =.001)、放射線の遺伝的影響に対する懸念(OR:0.42, 95%CI:0.19-0.93, p =.05)

を持つほど受け入れにくいことが示された。とりわけ処理水の海洋放出、放射線の遺伝的影響に対す

る懸念を持っているほど再利用を受け入れない傾向が認められ、引き続きこれらの影響に関する理解

の醸成に取り組むとともに、情報提供元の信頼形成が重要であることが示唆された。

特定帰還居住区域の走行サーベイによる線量マッピングでは、除染前である 2023 年 10 月の双葉町

の中央値は 0.49µSv/h (2.57mSv/y)、大熊町の中央値は 0.60µSv/h (3.15mSv/y)、2024 年１月の双葉町の

中央値は 0.46µSv/h (2.42mSv/y)、大熊町の中央値は 0.59µSv/h (3.10mSv/y)であり、いずれも公道上の

評価においては国が帰還基準として示す積算線量 20mSv/y を下回る結果であった。順次除染作業が開

始されていることから、引き続き除染中、除染後の空間線量の遷移についてモニタリングを実施する

予定である。

V 結論 

事故後の残存放射能レベルと被ばくによる健康影響に関するリスクコミュニケーションを基盤と
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した、廃炉に向けた社会的課題である処理水の海洋放出に対する不安、除去土壌の再利用といった情

報提供による信頼関係の形成、理解促進を被災地のみならず、広く取り組まれる必要がある。
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